
民間施設連携支援実践調査研究委託の公募に関する実施要項
１　趣　旨
　　京都府内においては、多くの不登校の児童生徒が学校復帰にむけて懸命に努
　力しています。
　　そのような中で、民間施設に通所して学校復帰をするために懸命に努力して　
　いる児童生徒がいるとともに、民間施設においても、不登校児童生徒を受け入
　れ、その学校復帰を目指す取組を進めながら、社会的自立を目指して取組を進
　めている施設もあり、重要な役割を果たしているものと考えています。
    そのことからも、学校と民間施設との連携がより一層促進され、不登校児童　
　生徒の学校復帰や社会的自立に資するための取組について調査研究を行います。
２　調査研究の委託
    京都府教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は不登校児童生徒の民　
　間施設に係るガイドラインに適合する民間施設に委託します。
３　委託期間
    原則として１か年とします。
４　調査研究の実施
    委託を受けた民間施設は、教育長の指導助言の下、次のことについて調査研　
　究を行います。
　(1) 不登校児童生徒及び保護者への効果的な支援の在り方について
　(2) 不登校児童生徒を支援する学習、体験活動プログラムの開発について
　(3) 学校との連携の在り方について
５　委託手続
　(1) 調査研究の委託を受けようとする民間施設は、実施計画書（別紙様式１）　　
　　を教育長に提出します。
　(2) 教育長は、上記(1)により提出された実施計画書の内容が適切であると認　　
　　めた場合は、本調査研究を民間施設に委託します。
６　委託経費の取扱い
　(1) 教育長は、予算の範囲内で本調査研究に要する経費を、委託費として支出
　　します。
　(2) 調査研究の実施過程において、調査研究実施計画について変更する必要が　　
　　あるときは、速やかに教育長に報告しその指示を受けるものとします。
      ただし、実施計画書の所要経費については、委託費の総額に影響を及ぼさ
　　ない範囲で、調査研究の経費項目毎の20％以内の額を変更する場合（その金
　　額が５万円に満たない場合は除く。）は、この限りではありません。
　(3) 委託の収入及び支出に当たっては、他の経費と区分して適当な帳簿を備え、　　
　　領収書等関係書類を整理し、経理の状況を明らかにしておくものとします。
７　調査研究の報告
　　委託を受けた民間施設は、実績報告書（別紙様式２）、収支精算書（別紙様
  式３）を作成し、別途定められた期日までに教育長に提出するものとします。
８　委託の額の確定
    教育長は、上記７により提出された実績報告書について、審査及び必要に応　
　じて現地調査を行い、その内容が適切であると認めたときは、委託費の額を確　
　定し、民間施設に通知するものとします。
９　再委託の禁止
    本調査研究に係る委託事業については、全部又は一部を再委託することはで　
　きないものとします。
10  事業実施状況等の実態調査
    教育長は、必要に応じ、事業の実施状況及び経理処理状況について、実態調　
　査をおこなうこととします。

